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Thepurposeofthispaperistoanalyzequalita-

tively thegrowth mechanism ofthelndonesian

economythroughasimplegrowthmodel,thento

evaluate quantitatively from emplrlCaIdatathe

majorfactorswhich promoteeconomicdevelop-
ment.

GDPgrowthrateinIndonesiahasbeenacceler-

atingsince1960,mainlyduetotherapidexpansion

ofmanufacturingindustriesaswellasthesteady

progressoragriculture･ Ifahighrat･eofcapital

accumulationismaintained,manufacturingindus-

trieswillexpand,andhenceahighrate｡reconomic

growth willbe expected･ There isno critical

supply-sideconstraintonthepromotionofcapital

Ⅰ は じ め に

インドネシアは OPEC (石油輸出国機構)

の一員として,あるいは,ASEAN (東南ア
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accumulation,becauseexportsofoilandagricuト

ーuralcropsare sufhcientto finance increasing

imports of capital goods･ Therefore,whether
manufacturingindustriescontinuetogrow ornot

dependsprlmarily on thedemand side･ Ifin-

creasedsalesofmanufacturedgoodsonthedomes-

ticmarketareexpected,entrepreneurswilltryto

expandtheirproduction･ Inotherwords)oneof

themostimportantfactorsforeconomicdevelop-

mentofIndonesiaistoincreasepeople'spurchasing

powerof-anufacturedgoods. Forthispurpose,

itisindispensabletocreatesufhcientemployment

opportunities through the launching of labor-

intensiveexportindustries･

ジア諸国連合)の強力メンバーとして,数あ

る発展途上国の中で も最近 目立つ存在になっ

てきたが,日本 との経済関係を調べてみると,

両国の結びつきは極めて緊密であることがわ

かる｡ たとえば,インドネシアか ら輸入され

る品目は原油のほか,液化天然ガス,錫地金

･合金,ボーキサイ ト,ニ ッケル鉱石,木材

など多岐にわた り, 日本の輸入総額の 6.7%

(1978年)を占めている｡1)また, 日本の 2国

間政府開発援助の 4分の 1ー以上 (26.6%,19

76年)が インドネシア一国に対 して な され

[外務省経済協力局 1978],援助受入れ国の

インドネシアにとって も日本か らの援助は世

1) 『通商自書』通商産業省編,昭和55年 と 1978

Yearbooh of Znzernatz●onaZ Trade Statt-∫tl'C∫,

UnitedNations,1979とから計算｡
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銀に次 ぐ大きさ (15.8%,1979/80年)で,ア

ジア開発銀行やアメリカの援助総額を上回っ

ている [Indonesia 1979]｡

このような関係は,日本が資源の ｢持たざ

る国｣であるのに対し,インドネシアが各種

資源の ｢持てる国｣であるところから説明で

きるものが大部分であるが,インドネシアの

地理的位置が日本にとって重要であることも

見過ごせない｡石油の大半を中東に頼る日本

にとって, タンカーがマラッカ海峡を運航で

きるか香かは重大問題であろう｡ 大型タンカ

ーの運航が規制されればバ リ島の東を迂回せ

ざるをえなくなり,日本国内での石油の価格

は上昇 し,単に消費者物価を上昇させるだけ

でなく,一部の産業の国際競争力を低め雇用

状態を悪化させることも考えられる｡この場

合でさえ,ロンボク海峡通航についてはイン

ドネシア政府の許可がいることに変りはない

から,日本経済の死活の鍵を握っている国と

もいえるのである｡2)

インドネシア経済はどのように発展 してい

表 1 イ ン ドネ シ ア

くのであろうか,これがこの論文の扱う主題

であるが,この主題を議論することがいかに

意義のあることかは, もはや説明を要 しない

であろう｡ この論文では,利用できるデ-メ

を駆使 してインドネシア経済の発展過程を描

写 し,簡単な成長モデルを当て恢めることに

よって成長 ･発展のメカニズムを明らかにす

る｡ 最後に,インドネシアの経済を発展させ

ていくにはどのような政策を採用することが

望ましいかを検討する｡

ⅠⅠ イン ドネシア経済の現状

世銀の統計によれば,インドネシアのひと

り当り所得は1979年においても400ドルを超

えていない｡ 1ドルで購入できる財の量や質

は各国でまちまちであるし,定価というもの

がなく売手と買手の直接交渉によって価格が

決まってくる多 くの発展途上国の場合には,

特に1ドルによって購入できるバスケットの

中身を正確に把握することは困難であるが,

の 輸 出 入 構 成
(単位 :百万米ドル)
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(出所)StatisttAIndo72e∫ia,BiroPusatStatistik.

2)この点についての詳論は北原 【1981]を参属せ
よ｡
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発展途上国の中でも低所得グループに分類さ

れる国であることに異論はなかろう｡

このようなインドネシア経済の特徴は,そ

の輸出入構成や歳入 ･歳出構成によく現われ

ている｡ 表 1は輸出入構成を表わしたもので

あるが,この表か ら明らかなことは,まず1973

年の石油危機以降,原 油 お よび石油製品の

輸出は70%を超えるようになり,これにゴム

やコーヒーという輸出用農産物と木材の輸出

を加えると, これら一次産品だけで輸出総額

の90%を超えること,輸入では資本財の輸入

が50%近 くに達 し,これに原材料や部品の輸

入を加えると輸入総額の80%を超えること,

そして,米の輸入が 7- 8% に当るので米以

外の消費財輸入は10%以下に抑えられている

こと,などである｡

一次産品を輸出し資本財や原材料を輸入す

る,という典型的な発展途上国の貿易パター

ンを示 しているわけである｡米を輸入 しなけ

ればならないからといって,農業が停滞的で

あるというわけではない｡港翫施設や新品種

によって生産向上のための条件が整っても,

米から砂糖その他の輸出用作物に生産が転換

されれば,米の生産は全体として増加 しない

ことも十分に考えられるからである｡農産物

の輸出額が常に米の輸入額を上回っているこ

とは,農業全体としてみれば農業は外貨獲得

産業であり,経済発展に貢献 していることに

なる｡ ｢インドネシアで早急にすべきことは

食料の自給自足である｡なぜならば,米を輸

入する必要がなくなれば,その分外貨を資本

蓄積に回せるからである｣という意見をよく

耳にするが,これはあまりにも視野の狭い見

解であることがわかろう｡砂糖きびの生産さ

れている畑を水田に切り換えれば米の輸入は

減るであろうが砂糖 も同時に減 り,外貨獲得

にプラスの効果を及ぼすとは必ず しもいえな

い ｡

表 2は政府の収入および支出の内訳をパー

セントで示 したものである｡ 1978/79年をみ

表 2 イ ン ドネ シアの歳入 ･歳 出構成 (単位 :%)

RepelitaI

1969/701971/721973./74

政府総収入 (10億ルピア) 335 564 1172

Ⅰ.税 収

A.直 接 税

所 得 税

法 人 税

石油関連会社法人税

ち.間 接 税

販 売 税

消 費 税

輸 出 入 税

Ⅱ.外 国 援 助

72.8 76.0 82.6

27.3 32.1 43.1

3.6 3.1 2.9

4.7 4.5 3.8

14.4 20.0 29.4

44.5 39.0 35.2

4.5 4.3 4.7

9.6 7.2 5.3

19.4 17.3 16.8

27.2 24.0 17.4

冨 芸 霊 宝 1 63三二73 63…:; ……:≡
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RepelitaⅡ

1974/751976/771978/79

1986 3690 5302

88.3 78.8 80.5

61.9 55.5 56.5

2.2 2.3 2.3

4.6 3.4 4.3

49.0 43.9 43.5

23.1 20.1 20.3

4.3 4.4 4.2

3.7 3.5 4.8

ll.6 8.7 8.7

ll.7 21.2 19.5

1978 3684 5299

51.4 44.2 51.8

48.6 55.8 48.2

(出所)StatiszikJ7Zdone∫i.a,BiroPusatStatistik,andAnnualReport,BankIndonesia.
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蓑3 開 発 支 出 に 占 め る 外 国 援 助

外 国 援 助*

開 発 支 出

外国援助
開発支出

RepelitaI

(単位 :10億ルピア)

RepelitaⅡ

1969/701971/721973/74 1974/751976/771978/79

91.1 135.5 204.0 232.0 783.8 1035.5

118.1 195.9 451.0 961.8 2054.5 2555.7

77.1 69.2 45.2 24.1 38.2 40.5

*ここでは,外国援助には技術援助や商品援助が含まれていない｡
(出所)AmuatReport,BankIndonesia.

ると,税収入の55.7% は石油関連企業からの

法人税収入であり,次に大きいのが輸出入に

課される税からの収入の11.0% という順にな

っている｡所得税 (2.9%),販売税 (5.2%),

消費税(6.0%)の占める比重は驚 くほど小さ

い｡これは,インドネシア政府がまだ国民の

経済活動を十分に把握するところまでには到

っていないので,所得税を課すことができる

のは都市の一部の人々に限られていること,

道端で果物や食べ物を売ったり,戸口から戸

口へ行商 している売買行為に販売税や消費税

を課せ られないこと,また日常の商取引の多

くはこのような店を構えない人たちの間で行

われていること,などを想像させるC3)

政府支出は,ほぼ半分が役人の給料や各種

の補助金からなる ｢経常支出｣にあてられ,

残り半分は経済発展 5カ年計画 (Repelita)杏

遂行するための ｢開発支出｣に回されている｡

そして,この開発支出のおよそ40%は外国か

らの援助資金によって賄われていることが表

3から明らかとなろう｡ ｢経済発展はあくま

でも自助努力によって推進させるものであっ

て,援助は付随的なものにすぎない｡したが

って,援助の具体的なプロジェク トとしては,

直接に発展途上国の人々の厚生を高めるもの

が望ましい｡IiasicHumanNeedsアブロ-

3)これは,発展途上国のひとり当り所得を過小評
価させる要因の一つになっている｡
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チはその意味で援助の基本方針を示唆するも

のである｣という意見がある｡ たしかに,外

国援助の割合が微々たるものであるときは,

少 しでも人々の厚生を高めるように使用され

ればそれに越 したことはなかろうが,インド

ネシアのように開発予算の40% も占めるよう

になると,この援助の資金が長期的視野に立

って経済発展のために使用される場合と,短

期的成果を期待 して人々の厚生を直接高める

ために使用される場合とでは,大きな相違が

でて くるだろう｡

ⅠⅠⅠ イン ドネシア経済の発展過程

前節で明らかにされた特徴は,インドネシ

ア経済がいまだに一次産品の輸出と海外から

の援助に頼り,国家の財政基盤も貧弱な発展

途上国というイメージを与えるには十分であ

っても,今後どのような発展が見込めるだろ

うかという疑問に答えるにはまだ不十分であ

る｡ それは,どのような経済発展の過程を経

て今日に到ったかという点の説明が欠けてい

るからである｡ インドネシア経済は停滞 して

いたのであろうか,それとも,毎年 4- 5%

の成長を遂げてきたのであろうか ?最も大き

な影響を与えてきたのほどの産業であったか

?これらの疑問に答えることが本節の目的で

ある｡
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表4 GDPの主要構成項目のウエイトと年平均成長率

GDPの L
主要構成項目

農

鉱

製 造 業

卸 売 ･小 売 業

ト
エ
イエ

二
ウ

1 2

43.7 42.4 30.3

3.7 4.5 11.3

8.7 8.6 10.1

15.6 16.1 16.8

(単位 :%)
ノヽ

年平均成長率 (X,･)

1 2 3

1.53 3.36 3.70

2.13 20.86 11.56

1.78 9.10 13.67
3.85 11.37 7.89

GDP rlOO･0 10_0juP_ー__l oPji
(出所)Statistz'kJndone∫iaか ら計算 ｡

手元の利用できるデータ (1960年から1976

年までの17年間)によって,インドネシア経

済の発展過程を描写することにしよう｡1949

年にオランダか ら独立を果た したインドネシ

アにとって,1950年代は旧制度の廃止と新制

度の導入による国造 りに忙 しい時期に当り,

独立国の経済が動き始めるのは50年代 もおわ

りになってか らではないかと考えられる｡ こ

の意味で1960年か ら分析を開始することに致

命的な問題は起 こってこないだろう｡1965年

はクーデターが起 こって独立の父スカルノ大

統領が失脚 し,政権はス-ル ト将軍に移 った

年であり,4) また激 しいインフレの中で旧ル

ピアか ら新ル ピアに切 り替えられた年でもあ

る｡データの都合上, この年で局面を分ける

ことが望ましいので,1960年か ら65年までを

第 1局面とすることにしよう｡各局面を比較

しうるように,残 りの11年間を同程度の期間

で分けることにすれば,1966年か ら70年を第

2局面,1971年か ら76年を第 3局面のように,

三つの局面に分けることができる｡5)

表 4は,各方面におけるGDPの産業別主

要構成項 目の GDPの中に占める大きさ6)と

年平均成長率7)とを計算 したものである｡ こ

4)詳しくは大森 [1967]を参鷹せよ｡
5)第2局面を70年までにするか,それとも71年ま
でにするかは窓意的であるが,この相違が結論
を変えるわけではない｡

1.96 6.61 8.02

れによれば,農業の対 GDP比率は,第 1局

面か ら第 2,第 3局面に移行するにつれて減

少 してきているとはいっても,まだ30%を超

えており,インドネシアが農業国であること

がわかる｡

しか し, ここで成長率を同時に考慮にいれ

て,GDPの成長率 に最 も貢献 したのはどの

産業かを調べてみると,農業国の内部の変化

がはっきり浮彫 りにされる ことがわか る｡

GDPの構成項 目を X,･で表わすと,GDPは

m
GDP-∑Xt

i=1

のように書けるから,GDPの成長率は各構

成項 目の成長率をその構成項 目の GDPの中

に占める割合 (W.･)によって加重平均 したも

のになる｡

A 〝l A
GDP-∑W,･Xi

lL=1

ここで (A)印は成長率を意味する｡ 両辺を
■コ
GDPで割ると,

A

1-,;1器 -∑ci｡

iLij

Lfiu

6)このウエイトについては,まず年ごとの各産業

のウエイトを計算し,次にそれぞれの局面にお

けるウエイトの算術平均をとった｡
7)実質年平均成長率は次のような公式に従って計
算された｡GDPの構成項目を Xiとすると,A
Xi(1965)-Xi(1960)[1+Xi(第 1局面)]5｡
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ここで,C,･は各構成項目がGDPの成長率に

どれだけ貢献 しているかを表わす相対的貢献

度である. この Ciを計算 したものが表 5で

ある｡

表 5 GDP成長率-の相対的貢献度 Ci*

(単位 :%)

第1局面 第2局面 第3局面

農 業

鉱 業

製 造 業

34.1 21.6 14.0

4.0 14.2 16.3

7.9 11.9 17.2

卸売 ･小売業 r 30.7 27.7 16.5

GDP 1 100.0 100.0 100.0

*表4から計算｡

第 1局面の実質 GDPの成長率は,年平均

1.96%である｡ 人口増加率が2%を超えてお

れば,ひとり当り実質所得は減少 した局面だ

ということになる｡この低成長をもたらした

ものは,GDPの43.7%を占める農業が年平均

1.53%という停滞に近い状態にあったためで

ある｡特に,米の生産がこの期間ほとんど横ば

い状態であったことが大きく影響 している｡

第 2局面に入ると,相対的貢献度は農業か ら

卸売 ･/]＼亮業に首位が移る｡ ス-ル ト新体制

に入 ってインフレが鎮静化されていくにつれ

て商取引が活発になり,年平均 11.37% とい

う高成長が記録された｡8) また,GDPの40

%以上を占める農業がこの局面では順調な成

長を遂げたこともあって,GDPの成長率は

年平均で6.61%まで上昇 した｡第 3局面に入

ると,各産業の相対的貢献度は平準化 してき

たが,注目に値するのは,製造業の貢献度が

一番大きくなったことである｡ GDP の10%

程度の製造業がこの期間には年平均 13.67%

まで拡大 し,同時に,石油を中心とする鉱業や

8)この論文では貨幣面の分析がなされていない｡
貨幣供給量とインフレに関する研究としては,

Aghevliand又han[1977],Grenville[1976]な
どがある｡
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農業が順調に成長 してきたことが,GDPの

成長率を8.02%まで上昇させた原動力である

といえよう｡

要約すれば,GDI)の成長率に最 も大きな

影響をもたらした産業は第 1局面では農業,

第 2局面では商業,そして第 3局面では製造

業である｡ この産業 の移行につれて,GDP

の成長率は2%弱か ら6.61%へ,さらには,

8.02%-と加速されていったわけである｡イ

ンドネシアはいまだに農業が GDPの中で最

も大きな割合を占める農業国で はあ るが,

GDPの成長率に及ぼす影響力は農業か ら商

莱,商業か ら工業-と徐々に移行 している｡

この国がこれから先,高い成長率を維持でき

るか否かは,製造業 (あるいは,石油をも含

めた鉱工業)が10%を超える成長率で拡大 し

続けることができるかどうかにかかっている

といえよう｡

ⅠⅤ 成長モデルによる分析

いかなる要因が製造業の高成長を支えたの

か,この問題を議論するために,この節では

簡単な成長モデルを定式化 してみることにし

よう｡ 小国の仮定が導入される｡つまり,請

財の相対価格は一定であると仮定される｡

経済を大きく工業部門と非工業部門とに二

分する｡ここで,工業部門とは鉱業,製造業,

建設業,電力 ･ガス ･水道の供給関連産業か

らなり,非工業部門には農業のほか,林業,

漁業,各種のサービス業などが含まれる｡ そ

れぞれの部門の集計生産関数は

Yi-a(K,N.･,T,I)

Y"-i(I,N〝,Tn)

(1)

のように表わされる｡ここで,y-総生産量,
K-資本ス トック,N-労働者数,T-技術
状態,I-耕地面積で,添え字の 2'と nはそ

れぞれ工業部門と非工業部門を意味する｡ 資
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本と土地はどちらの部門においても必要とさ

れる生産要素であるが,土地はその大部分が

非工業部門で使用されるであろうし,大半の

資本は工業部門に属するであろうから,ここ

では簡単化のために,土地は非工業部門だけ

で資本は工業部門だけで使用されると仮定 し

ている｡

非工業部門の生産量が存在する労働の大き

さによって影響を受けるか否かは,余剰労働

(surpluslabor)が存在するか否か とい うこ

とに帰する｡9)中央統計局によれば, インド

ネシアの失業率は6% (1976年) と発表され

ているが,これは全 く働いていない人,ある

いは職業を現在探 している人を対象としたも

のであろうから,少 しでも働いて生活の糧を

得ている労働者はその対象外ということにな

ろう｡実際,都市部では労働者の34%が召使

(コックとして,洗濯婦として,夜警として,

運転手として,など)であり,その他,道端に

は数えきれないほどの屋台や小店 (warung)

が並び,さまざまな音を響かせて売 り歩 く行

商人 (tukang)- タバコ,パ ン,ガソリン,

野菜,ラーメン,台所用具,焼鳥,など-

の数は移 しく,人力革 (becak)をこいで生活

している人口も数知れない｡これらに共通 し

ていることは,何かましな働き口がみつかれ

ばす ぐにやめて しまうが,誰かがいままでよ

り少 し多 く働 くことによって総生産量はほと

んど変化 しないような職種であるということ

である｡ 余剰労働が存在 しているか否かは実

証されねばならない問題であるが,ここでは,

インドネシアの非工業部門には余剰労働が存

在すると仮定 しよう｡この場合には,労働者

数は生産量に影響を及ぼさないので,その生

産関数は

9) ｢余剰労働｣とは,労働者を一部,他の部門に

移動させてもその部門の総生産量が減少しない
状態,と定義される｡詳しくは,Takagi[19781
を参照せよ｡

Yn-F(I,Tn) (2)

のように書ける｡

工業部門では,最低賃金制度によって決め

られた賃金水準(iV)を支払わねばならないと

いう規制の下で,企業家は利潤を最大にする

ように労働者を雇用すると仮定すれば,労働

の限界生産力が賃金水準に等 しくなるように

労働を雇用するか ら,

i7 - -畏 (3)

の関係が成立する｡

非工業部門の生産総量を食料用 (y"∫),輸

出用 (Y"e)とその他 (Yno)に分類し

Yn-Y./+Yne+Yno,

それぞれの y〝の中に 占める比率を α′,αβ,

α｡とすれば,

Ynf-afY" Ync-aeYn,Yno-aoYn,

af+ae+a0-10

同様に,工業部門の生産総量を石油 (Y,･o)と

それ以外 (Y,･n)に分類 し
Yi-Y.･o+Yin,

石油の Y.･の中に占める比率をbとすれば,

Y,･O-bYt,Y,･n-(1-a)Y,･

となる｡

第Ⅱ節の輸出入構成を参照すると,インド

ネシアの輸出(E)は石油と木材とゴム ･コー

ヒーなどであるから,

E-Yio+Y"O-by,･+aeYn｡10) (4)

輸出および外国援助(』)によって獲得された

外貨は,まず不足 している食料 (主に米)を

輸入(M f)し,残 りは資本財の輸入(M k)に向

けられると仮定する｡ 実際には,原材料や消

費財 も輸入されるが,モデルでは簡単化のた

めに最も大きいウエイ トを持つ資本財の輸入

10)モデルでは,生産された石油や輸出用農産物な
どは全部輸出され,国内では使用されないと仮
定されている｡
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だけに限定する｡食料がどの程度不足するか

は,食料に対する需要と国内供給に依存する｡

いま,ひとり当り必要な食料の量を ∫とすれ

ば,総需要は∫Nで表わされるから,

M/-sN-Y./-∫N-a/Yガ, (5)

そこで

MA-E+A-M/. (6)

この輸入された資本財が資本ス トックの増分

となり次期の生産を高めるか ら

K-Mko (7)

以上のモデルにはインドネシア経済にみら

れるいくつかの特徴が組み込まれている｡ 非

工業部門に存在する余剰労働,石油およびそ

の他の一次産品の輸出,食料の輸入,消費財

の輸入には高関税をかけて資本財の輸入を促

進する政策,などである｡

さて,(4),(5),(6)杏(7)に代入すると,

k-bY,･+(ae+af)Yn+A-∫N. (8)

人口の増加率をnとし,工業部門の生産関数

に資本と労働に関して 1次同次の仮定を導入

すると,(8)の関係は

Y.+A

-[∫+nh] (9)

のように書き直す ことができる｡ こ こで,

A-君 ,h･･-蛋,g(h･･,T･･)-a(hi,1,Ti)o
(3)は1次同次の仮定の下では

77-g(A,･,Ti)-A.lg′(hi,Ti)

のように書けるから,工業部門の資本 ･労働

比率 hLがこの関係 を充 たすように決 って

くることがわかる｡ つまり,工業部門が資本

集約的か労働集約的かは,政府によって定め

られる最低賃金がどれ くらいの高さか,利用

できる技術状態がどんなものかによって変っ

て くることを,それは示唆 して い るohiが

独立に決ってくると,(9)の右辺の最初の []

の中は, もし第 2項が一定であれば,kを変
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数とする直線として措 くことができる｡ もち

ろん,右辺の2番目の [ ]の中は, ∫とn

ともに一定と仮定されているから,傾きnで

縦軸との切片が ∫の直線となる｡ そこで,ま

ず外国からの援助が ((a.+af)Yn+Al/N の
比率を一定にするように年々増加 して くる場

合を考えてみることにしよう｡ 係数の大小関

係によって四つのケースに分けられる｡

(ケース 1) ∫<

n>

(ケース2) ∫<

n<

(ケース3) ∫>

(a.+a/)Y"+A
N

bg(A.･,T.･)
A.･

(a.+af)y"+A
jY

bg(A.･,T,･)
A.I

(ae+af)Yh+A
JV

n>LgiW )M
k.･

(ケース4) ∫>
(a.+aJ)1㌦+A
｣Ⅴ

bg(A,I,T.I)n< -IOl

でかつ

でかつ

でかつ

でかつ

次のような書替えをすると,最初の不等号

の条件が何を意味するか,がはっきりして く

る｡

sN-(ae+af)Yn-A

-(sN-a/Yn)-acYn-A

-⊥･7//-(a.Y.+ー4)

石油以外の一次産品の輸出と外国援助によっ

て食料の輸入が賄えるか否かというのが,こ

の条件の意味するところである｡ 賄える場合

がケース1とケース2で,賄えない場合がケ

ース 3とケース 4である｡

次に, 2番目の不等号条件の右辺は

bg(hL,T.･)_byi/N,･_bYi Y,･o
k,･ ~ K/Ni- K I K

のように書き香えられるから, これは石油の

輸出によって獲得された外貨を全部資本財の
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ケース 2

ケース 3

図 1 経済の長期経路に関する四つのケース

輸入にあてたとしたら達成できるであろう資

本の蓄積率を表わしていることがわかる｡し

たがって, 2番目の条件は,このような資本

蓄積率と人口増加率とどちらが大きいかとい

うことを意味する｡ ケース1とケース3では

人口増加率のほうが大きく,ケ一一ス2とケー

ス4では資本蓄積率のほうが大きい｡

図 1のcc曲線と pp曲線はそれぞれ(9)の右

辺の [ ]の中の直線を表わしている｡最初

の [ ]の中の直線がcc曲線, 2番目の []

の中の直線が pp曲線 である｡経済全体の資

本･労働比率が大きくなるか小さくなるかは,

これら両曲線のkの大きさに対応する ry座

標｣の大小関係に依存する｡cc曲線がpp曲

線よりも上方に位置しているときにはAは大

きくなり,下方に位置しているときには時間

の経過につれてAは小さくなる｡ ケース 1の

S点が安定 した長期均衡点であるのに対 し,

ケ-ス4のU点は不安定な均衡点である｡ つ

まり,長期均衡点であるから,ASや AU の状

態に経済が位置するときには,時間が経過 し

ても資本 ･労働比率は変化 しようとしない｡
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しか し,何 らかの外生的変化によってkがが

や hU か ら乗離すると,ケース1の場合には

が に戻ってくるが,ケース4の場合には時間

の経過とともに資本 ･労働比率 は hU か らま

すます離れてい く｡ ケース2では,石油以外

の一次産品と外国援助の合計は食料輸入を賄

って余りがあり,かつ石油輸出によって得た

外貨で資本財を輸入する場合の資本蓄積率が

人口増加率を上回る場合である｡ このときに

は経済全体の資本の増加率は人口増加率を上

回るから,資本 ･労働比率は時間の経過につ

れて際限なく増加 していく｡反対に,ケース

4は,石油代金をすべて資本財の輸入に回し

ても資本蓄積率は人口増加率を下回るのに,

石油以外の一次産品の輸出と外国援助とでは

食料の輸入を賄いきれないから石油代金の一

部を食料輸入のために使わなければならない

状態である｡資本蓄積率が人口増加率に追い

つけないため,資本 ･労働比率は徐々に減少

してい く｡

外国援助の増加割合が大きく ((α｡+α′)y 〝

+A)/N の比率が上昇していく場合には,cc

曲線が時間の経過につれて上方にシフ トして

いく｡ したがって,経済がケース4にあると

きには徐々にケース2に移行 していき,ケー

ス3にあるときにはケース 1に移行 し,さら

に均衡資本 ･労働比率が は高められていく｡

濯概用のダムや溝 が建設され て 1毛作か ら

2.5毛作にまで生産が高められたり,新品種や

肥料の導入によって増産される場合にも,cc

曲線は上方にシフトされるので同様の効果が

期待される｡ 外国援助の増加が人口増加に比

べて小さく ((ae+a′)Yn+A)/N の比率が減

少 して い く場合には,cc曲線は下方にシフト

することになり, 経済 は反対方向 に移行す

る｡

最低賃金が引き上げられると,工業部門の

資本 ･労働比率は高められ cc曲線 の傾きが

ゆるやかになる｡ したがって,この場合,ケ
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-ス2にある経済がケース 1に移行 したり,

ケース4にある経済がケース3に移行 したり

することもあろう｡ 人口増加率の抑制を目指

す家族計画プロジェクトが功を奏 し始めれば

pp曲線 の傾きをゆるやかにするから, ケー

ス1からケース2-の転換やケース3からケ

ース4への転換が起こることもあろう｡

インドネシア経済の特徴をいくつか備えた

モデルから結論されることは,必ずしも加速

的成長が約束されているわけではないという

ことである｡諸経済数量の大きさによっては,

ケース1になったりケース3になったりする

こともありうる｡ インドネシア経済は四つの

ケースのうち,どのケースに対応するのであ

ろうか?ここで大雑肥な計算をしてみよう｡

表 6の第1行は輸出用農作物の輸出額11)であ

り,第 2行は消費財全体の輸入額である｡第

3行には第 1行から第 2行の大きさを差 し引

いた差が計算されているが,消費財の輸入額

は農作物の輸出額を下回っている｡したがっ

て,木材の輸出と援助を第 1行に加えた合計

は消費財の輸入の中の食料の輸入額を大きく

上回ることは確かである｡ また,第 4行には

石油の輸出額,第 5行には資本ス トックの大

きさ12)が表わされている｡ そして,石油代金

のすべてが資本財の輸入に使用される場合の

資本の蓄積率が第 6行に計算されている｡人

口増加率は第 2局面が2.0%,第 3局面が2.4

%であるので,これを第 6行の資本蓄積率か

ら差 し引いた値が第 7行に書かれている｡

この大雑把な計算からわかることは,イン

ドネシア経済はケース2に対応するというこ

とである｡ またケース2は,資本 ･労働比率

が時間の経過につれて大きくなるので,

ll)第1行の値は,主要7品目- ゴム,紅茶,コ
ーヒー,タバコ,パーム･オイル,胡轍,コプ
ラ- の合計であるので,輸出用農産物の輸出
総額よりは小さい｡

12)資本ストックのデータは SlangorandHindro一
marsono[1979]の資料からとった｡
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表 6 二つの条件の大雑把な計算

1966 1968 1970 1972

(1) 農 産 物 の輸 出額a 359 320 412 393

(2) 消費 財 の輸入 額a 225 267 251 252

(3) -(1)-(2) 134 53 161 141

(4) 石 油 の 輸 出 額b 17 25 33 63

(5) 資 本 ス トック額b 26 45 101 216

(6) -(4)/(5) .654 .556 .327 .292

(7) -(6)-〝 .634 .536 .307 .268

a単位は百万米ドル｡
b 単位は1960年価格で測った10億ルピア｡
(出所) StatzlStZ●hIndone∫iaから計算｡

k-K/N-hi(N,･/N)

の関係より,あ,が一定であればN,./N も上昇

する｡つまり,ケース2は工業部門の生産が

単にkの上昇によるだけでなく,工業労働人

口比率の上昇によっても拡大するケースであ

るか ら,第Ⅲ節で明らかにされた第 3局面を

うまく説明しているのではないかと考えられ

る｡ インドネシア経済がケース2に対応 しえ

たのは,木材や農産物の輸出額が食料の不足

を輸入 して余 りあるほど大きいことと,石油

の輸出に基づ く資本蓄積率が人口増加率を大

きく上回ったことによる｡

しかし,初期段階においては,わずかな増

加 もその成長率を大きくする傾向がある｡第

6行の資本蓄積の値が正にそうである｡ 資本

ス トックが大 きくなるにつれて,資本蓄積率

が急激に減少 していることがわかる｡13)さら

に,工業化も初期段階では高い関税によって

輸入を制限すれば国内市場をあてにすること

ができるが, 国 内市 場 が充たされてしまう

13)実際には,輸出で得た外貨の一部は外貨準備の
増分として輸入に回されないし,輸入も資本財
のはか,原材料や部品の割合も高いから,これ

らの点を考慮すると資本蓄積率はもっと小さく
なると考えられる｡しかし,反対に,外国から

の投資が積極的になれば,これは国内の資本蓄
積率を高めるほうに働くだろう｡

1974 1976

839 1048

707 916

132 132

108 110

407 668

.265 .165

.241 .141

と,それ以上資本を投下 して

生産を拡大させようというイ

ンセンティブが薄れ,資本蓄

積のスピー ドは鈍化せざるを

えないことも考えられる｡こ

れらは,現在のように石油の

価格が競争水準よりはるかに

高いところに定められるとい

う状況が将来 も継続 しえる場

合でも,資本蓄積率は減少 し,

やがては2%強の人口増加率

を下回るようになることも十分考えられるこ

とを示唆 している｡ つまりケース 2か らケー

ス 1-と移行 し,やがては安定的な長期均衡

点 Sに到達することもありえないことではな

いのである｡

Ⅴ お わ り に

以上の議論を要約すると,インドネシア経

済の高度成長を維持 し加速化するには,農業

の適度な成長に支えられた工業部門の急速な

拡張が必要であり,それには人口増加率を上

回る高い資本の蓄積率が不可欠となる,とい

うことになろう｡ 政策による輸入代替化は国

内市場が充たされたところで工業の成長は止

まってしまう場合が多い｡ 高関税の保護下で

は国際競争力がつきにくいからである｡ 工業

の成長を持続させる一つの方法は,国内市場

を大きくしていくことであろう｡

多 くの発展途上国には,人々の所得水準が

低いために購買力が低 く, したがって企業家

(ないし潜在企業家)に生産を拡張 (ないし

新規に生産を開始) しようというインセンテ

ィブを起こさせない,そのために雇用機会は

限 られ所得水準も向上 しない,という ｢貧困

の悪循環｣ が存在 しているように思える｡14)

そこで,国内市場を大きくするには,まず人

人に十分な雇用機会を与えて所得水準を上昇
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させることが不可欠になって くる｡ 一つの解

決方法は,都市部 (あるいは,その近郊)に

労働集約的な輸出産業を興すことではないか

と思う｡ 石油やボーキサイ トのような鉱物資

源の生産拡大は資源の枯渇を速めることにな

ろうし,ゴムやコーヒーのような農産物の生

産拡張は他の農産物の耕地を奪 ってその生産

を減少させるという現象を生 じさせるであろ

う｡また,雇用機会をこのような手段でふや

す場合には,所得が地方に分散 して購買力を

高めるという効果は期待 し難いであろう｡ し

か し,都市部 (あるいは, その近郊)に集中

して雇用機会を創出し所得水準を上昇させれ

ば,都市部における日常品などに対する需要

は高まって くるのではなかろうか｡インドネ

シアであれば, たとえば,上質のジャワ更紗

(Batik)を欧米人や日本人 の噂好に合 うよう

にデザインして大量生産するとか,彫刻を活

か した家 具 を輸 出用に生産するとかによっ

て,できるだけ多 くの人々に職を与え,所得

を与えるようにする｡ 国内財に対する需要が

高まって くれば,工業部門の拡張が促され,

さらに雇用機会が創出されて経済成長が加速

されるのではなかろうか｡

都市部における雇用問題に悩むという点で

は,インドネシアも例外ではなかろう｡都市

部には失業や低度雇用(underemployment)の

状態にある労働者が多数存在するにもかかわ

らず,人々の都市への移動噂好は留まるとこ

ろを知 らないようである｡15)どうして多 くの

人々は職を見つけることができないのであろ

うか?Harris-Todaro[1970]の分析以降いろ

いろ議論されてきたが,最低賃金制にせよ,

労働組合の圧力にせよ,労働者の能率を上げ

るためにせよ,賃金が競争的水準より高目に

決ることが雇用機会を限定 していると指摘さ

14)この主題についての理論的分析としては,
Takagi[1981]を参照せよ｡

15)村井 [19781にもこの点についての言及がある
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れてきた｡ しか し, ｢貧困の悪循環｣に述べ

たように,需要側にも原因があるように思え

る｡ 労働集約的な輸出産業を興せば雇用機会

が創出され,雇用問題を緩和させる効果 も期

待できよう｡

インドネシアは石油を初め輸出用一次産品

には恵まれている｡ また,地理的重要性か ら

いっても外国からの援助が急速に減少すると

は考えにくい｡ したがって,少なくとも10年

や20年,国際収支の赤字によって政策を転換

しなければならないような状態に陥ることは

なかろう｡この期間こそ,国内市場の拡大と

工業部門の成長に全力を注ぎ,工業に国際競

争力をつけることが肝要ではなかろうか｡16)
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